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要約
都市におけるごみ発生は、社会・経済活動をはじめとする人間の諸活動の結果を反映す
る。過去の高度成長、オイルショック、住宅プーム、パブ、ルの崩壊、という社会の動きに
追随し、都市ごみの発生量は年々多様に変化してきている。今後、循環型社会づくりに向
けた法整備やごみの有料化などの行政施策によっても、将来のごみ発生量は大きく変って
行くものと予想される。効率的なごみ処理・処分計画の策定、並びに、ごみ減量化推進方
策の検討のためには、複雑なごみ発生構造をモデル化し、再利用も考慮に入れて将来のご
み発生量を予測する必要がある。
本研究では、要因聞の非線形な関係を記述可能なシステムダイナミックスモデルを用い
て、ごみ発生システムを同定し、シナリオ分析を行って、社会・経済の発展と再利用活動
の進展という両面から、将来のごみ発生量の不確実性を把握しようとするものである。東
京都全域を対象とするケーススタディの結果、過去における都市ごみ発生状況を精度良く
再現可能なモデ、ルを提案することができ、シナリオ分析による将来シミュレーシヨンによ
り、様々な環境の変化に対応した都市ごみ発生量の検討が可能となった。
1.はじめに
筆者らは、 f東京都におけるごみ発生量の統計分
析J1)において、重回帰分析によるごみ種別発生構
造モデルを提案し、ごみ量と社会・経済的要因と
字東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻
日東京都立大学大学院工学研究科(修士課程修了)
の関係を把握した。この研究により、都市におい
て発生するごみ量は社会・経済的要因をはじめと
する様々な要因による影響を大きく受けており、
これらの因果関係を把握することが重要であるこ
とが明らかとなった。
そこで本研究では、要因聞の非線形性やフィー
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ドパック等を組み込むことが可能であるシステム
ダイナミックス (SD)による都市ごみ発生量のモ
デル化を試みることとする。対象地域は東京都全
域とし、参考文献1)で作成したごみ種別発生構造
モデルを中心に、説明変数に関わる要因をさらに
説明するとともに、データとして収集可能なごみ
発生に関連する要因を数多く取り入れたSDモデ
ルを構築する。そして、作成したモデ、ルの信頼性
を実測値との整合性の視点から検証し、社会・経
済的ないくつかのシナリオの下で、このモデルに
よる将来ごみ量のシミュレーションを行う。さら
に、循環型社会づくりを念頭に入れ、紙をはじめ
とする再利用についてもSDモデルに組み込み、再
利用によるごみの減量化効果を定量的に明らかに
するものである。
2.システムダイナミックスモデルの基本
構造
都市活動におけるごみの発生は、社会・経済活
動をはじめとする人間の諸活動の結果として、不
要となったものが排出されることにより引き起こ
される。したがって、ごみの発生量は社会の動向
や経済の状況によって大きく影響を受けるととも
に、その経年変化は非線形的な形状を呈している。
ごみ発生に関連する全ての要因の因果関係をモデ
ル化することは不可能であると言わざるを得ない
が、代表的な要因を用いたモデル化は可能である。
ここでは、システムダイナミックス(以下SDと
記す)という手法を用いたモデル化を試みること
とする。この手法は、 1970年代初めにMIT(マサ
チューセッツ工科大学)のJ.W.Forrester教授に
よって提案されたものでありへ①要因間の非線形
な関係を取り扱うことができる、②時間遅れの現
象を取り扱うことができる、③フィードパックの
かかる現象を表すことができる等の特徴を持って
おりヘ複雑な社会システムを表すのに適してい
る4トヘここで言うフィードパックとは、ある要因
が現象を引き起こし、現象が起きたこ左によって、
ある現象を取り巻く環境が変化し、ある要因自体
が変化してしまうという過程のことである。
2. 1 モデルの基本的考え方
都市ごみの発生をマクロ的な視点に立って考え
てみると、都市活動の発展に伴って土地の開発が
行われ、その結果として人口の増加を招き、ごみ
が発生する。さらに、経済活動や産業活動が活発
になり生活が豊かになれば、より多くのごみが発
生することになる。発生したごみは収集・運搬さ
れ、燃えるものは焼却処理され、最終的には埋め
立てられるが、収集・運搬や処理の過程で再利用
されるものもあり、経済・産業の高度に発達した
社会では、ごみの再利用が進行し、それがごみの
減量化につながる。また、これら一連の動きには
時間の差(時間遅れ)が内在化している。この様
に、都市におけるごみ発生は、様々な社会・経済
活動による多大な影響を受けており、その発生構
造はかなり複雑なものであると考えられている。
以上のことを前提として、本研究では都市ごみ
の発生構造を図 Iの様に捉えることとする。すな
わち、モデ、ルの基本構造は、土地・空間セクター、
人口セクター、経済・産業セクター、ごみ発生セ
クター、ごみ処理セクター、ごみ再利用セクター
の6っから構成されている。図Iでは、ごみの発
生に対してごみの再利用からのフィードパックを
考えている点に特徴があり、この点が本研究の主
題ともなっている。
図 SDモデルの基本構造
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2. 2 都市ごみ発生要因の分析
モデル化に先駆けて、都市ごみの発生に影響を
与えていると考えられる要因の相関分析を行う。
この結果を参考に、都市ごみ発生構造をモデル化
し、得られたモデルの適合性を検証する。なお、
本研究において、用いる要因は基本的に I人当り
の原単位として捉えることとしている。また、モ
デル化を行う際、将来の循環型社会づくりを念頭
に置き、ごみ発生構造及びごみ抑制施策の変化に
対応できる様、都市ごみを可燃ごみ、不燃ごみ、
粗大ごみ、持込ごみに分け、種別ごみ量原単位と
人口の積和によって都市こ事み発生量を算出するも
のとする o
ごみの発生がどの様な社会・経済活動に影響さ
れているのかを知るため、用途別地区面積、種別
産業比率、各種工業出荷額、建物の用途別床面積
等の社会・経済的要因、さらには商業や工業地区
面積当たり従業者数等の合成要因(社会・経済活
動を表す要因26項目とそれらの合成要因1項目
の合計37要因)について、 1975年から1992年の18
年分のデータを用いト10)、種別ごみ量原単位との
相関分析を行った。その際、社会・経済活動に対
する時間遅れ効果を想定し、時間遅れなしと I年
遅れについて検討した。この結果、都市ごみ発生
モデルに有用であると考えられる要因として、表
Iに示す10項目が抽出された。
表lでは、相関係数の統計的な有意性並びに符
号の妥当性を検討した上で、時間遅れなしと 1年
遅れを比較して大きい方が選択されている(表中
の太字参照)。これより、可燃ごみ量原単位は社会
的要因である世帯構成人員、 l人当り住宅地区面
積、経済的要因である l人当り小売販売額、 I人当
り都内総生産などの要因と時間遅れなしの相闘が
高くなっている。これに対し、不燃ごみ、組大ご
み量原単位は経済的要因とは時間遅れなしの相闘
が高いが、社会的要因とは l年遅れの相闘が高い
傾向にあり、社会的な動向の効果が遅れを伴って
表れるものと推察される。また、持込ごみ量原単
位は l人当り商業床面積レイト及び居住床面積レ
イトとの相闘が、他の要因に比べ高くなっている。
このことは、持込ごみが一時的な活動から排出さ
れるごみを含み、定常的な活動を表す他の要因に
比べて、都市活動の変化量を表す床面積レイト(微
分値)との強い線形関係を示すものと考えられる。
表1 種別ごみ量原単位と社会・経済要因との相関分析結果
種別ごみ量原単位との相関係数
社会・経済的要因 時間遅れなし 1年遅れ
可燃 不燃 粗大 持込 可燃 不燃 粗大 持込
世帯構成人員(人/世帯) -0.716 ー 0.893-0. 732 ー 0.047 ー0.694 -0.915 -0.808 -0.055 
商業地区面積(ha/千人) 0.839 o. 783 0.677 o. 266 0.784 o. 764 0.684 0.211 
住宅地区面積(ha/千人) 0.749 0.921 0.774 o. 127 o. 733 0.930 0.810 o. 135 
商業床面積レイト (m2/千人/年) 0.953 0.816 0.815 0.549 0.942 o. 775 0.777 0.534 
居住床面積レイト (m2/千人/年) 0.583 0.326 0.521 0.833 0.681 0.373 0.443 0.706 
都内総生産(千円/人/年) 0.959 0.859 0.834 0.484 0.926 。‘804 O. 782 0.427 
事業所数(箆所/千人) 0.110 0.561 0.261 -0.429 O. 165 0.698 0.414 -0.469 
第2次産業人口比率(人/千人) -0.585 -0. 755 ー O.768 ー0.332-0. 767 0.740 一0.818 -0.585 
第3次産業人口比率(人/千人) 0.859 0.865 O. 795 0.320 0.826 0.840 O. 759 0.266 
小売販売額(千円/人/年) 0.902 0.828 0.744 0.328 0.837 0.820 O. 723 0.239 
データ数 18 18 18 18 17 17 17 17 
相関係数 (95%有意水準) 0.465 0.465 0.465 0.465 0.478 0.478 0.478 0.478 
注)最下段の相関係数 (95%有意水準)は、との値以上の相関係数を示した場合、要因聞に統計的に
有意な相関があることを判断する値である。
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2. 3 S Dモデルの作成
システム内部のモデル化を行うため、相関分析
の結果に着目し、種別ごみ量原単位並びに社会・
経済的要因に関する重回帰分析を行う。各種変数
の様々な組み合わせによる検討の結果、自由度調
整済み重相関係数 (R*値)が高く、偏回帰係数の
t検定、さらには標準偏回帰係数及びその符号の
物理的妥当性などを総合的に判断した結果、表2
に示す主要な要因のモデ、ル式を得ることができ
た。
例えば、可燃ごみ量原単位は、 1人当り商業床面
積レイト、世帯構成人員と I人当り住宅地区面積
の合成変数によって表され、不燃ごみ量原単位は、
経済・産業活動の動向を表す3変数によって記述
されている。また、社会・経済的要因を説明する
ための重回帰式としては、第3次産業人口比率は
1人当り商業床面積レイトと都内総生産によりモ
デ、ル化され、小売販売額は世帯構成人員、 1人当り
商業地区面積及び都内総生産によって表されてい
る。そして、図2の概念図に示す人口に関するSD
モデルの年齢階層別人口については、階層別転入
出レイト(年間移動量)に着目し、これらを社会・
経済的要因によってモデ、ル化することができた。
なお、その他の各種要因に関するモデルについて
は、紙面の都合上割愛している。
以上の各種モデ、ル式を用いて、都市ごみ発生量 I 
が求まるSDモデルを構築した結果を図3に示す。
この段階で作成したモデルは、図3に示す都市ご
み発生構造SDモデ、ルのフローダイアグラムの内、
人口、土地・空間、経済・産業、ごみ発生の4セ
クターを対象としたものである。ごみ再利用及び
ごみ処理セクターについては4.で取り扱うもの
とする。図3において、 仁コはレベル(状態量)
変数、仁)qはレイト(変化量)変数、 0は補助変
数(内生変数)、 Oは外生変数、そしてDTIはl
図2 人口SDモデル
表2 都市ごみ発生構造に関する主要な要因のモデル式
主要な要因 モデル式 R吋直
可燃ごみ量原単位 (kg/人/年) G， =299.9+0. 1965 3-8. 738P 0 S 2 0.948 
不燃ごみ量原単位 (kg/人/年) G2=-26.41十O.866E 3ホ十0.0679E 4 +0. 0119E 5 0.887 
粗大ごみ量原単位 (kg/人/年) G 3=9.871-1. 748P 0 *+0. 00570S 3 0.809 
持込ごみ量原単位 (kg/人/年) G 4=-30.60十0.145S 4 +0. 00225E， 0.819 
第3次産業人口比率(人/千人) E 4 =234.4+0.0887 S 3十O.0417E， 0.937 
小売販売額(千円/人/年) E5=-224.3ー 108.9P。十3975.S，十O.0552E， 0.986 
0~14 才転入出レイト(千人/年) L]P 1 =115.7-55.01 P 0 * 0.844 
15~64 才転入出レイト(千人/年) L]P2=一77.58-24. 66 P 0 * + 145.3 (E 2 * + E 4キ)/S4 * 0.646 I 
65才以上転入出レイト(千人/年) L]P3=-2.041 ln (t -1965) +1.279 
注) p 。は世帯構成人員(人/世帯)、 S，は商業地区面積 (ha/千人)、 S2は住宅地区面積 (ha/千人)、 S3は
商業床面積レイト (m'/千人/年)、 S4は居住床面積レイト (m'/千人/年)、 E，は都内総生産(千円/人/年)、
E2は第2次産業人口比率(人/千人)、 E3は事業所数(筒所/千人)、 tは時間(西暦年度)を表わし、さらに、
判寸きの変数は1年遅れ変数を表わす。
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注) *ー+印は総人口からの入力を示している。
図3 都市ごみ発生構造SDモデル
32 総合都市研究第67号 1998
年遅れ変数を表している。
これより、図3の外生変数をテープル関数(実
績値)で与えれば、システム内のモデル式を介し
て種別ごみ量原単位が求まり、これらと総人口の
積和として最終的に都市ごみ発生量が算出され
る。以下、 3.では作成したSDモデルの過去におけ
る検証とモデ、ルによる都市ごみ量の将来シミュ
レーションを行う。
3.モデルの検証と将来シミュレーション
3. 1 モデルの検証
過去の都市ごみ量の実績デ」タと都市ごみ発生
構造SDモデルにより推定されたデータを比較す
ることにより、モデルの適合性を検証する。ただ
し、ごみ再利用セクター及びごみ処理セクターに
ついては、この段階ではSDモデルに組み込んでい
ない。
人口についての実績値とモデルによる推定値
は、表3のようになった。この結果をもとに階層
別人口、総人口の実績値と推定値をプロットした
グラフを図4の(その 1)から(その4)に示す。
これらより、階層別人口、総人口ともにモデルに
よる推定値は実績値の傾向をよく表している。こ
れは、 3階層に分けて人口の動態を把握したこと
表3 階層別人口、総人口のSDモデルによる
推定結果
(単位:千人)
年度 0-14才人口 15-64才人口 65才以上人口 総人口
実績値 推定値 実績(直 推定値 実績{直 推定値 実績{直 推定値
1975 2558 2558 8127 8127 706 706 11391 11391 
1976 2555 2566 8120 8162 740 737 11415 11464 
1977 2544 2560 8105 8199 773 770 11423 11529 
1978 2523 2543 8099 8222 804 803 11426 11667 
1979 2489 2512 8106 8238 836 837 11431 11588 
1980 2436 2466 8115 8253 871 874 11423 11693 
1981 2365 2399 8147 8299 903 908 11415 11606 
1982 2337 2376 8161 8331 933 938 11432 11646 
1983 2270 2308 8246 8408 964 971 11479 11686 
1984 2210 2244 8342 8495 993 998 11544 11737 
1985 2155 2181 8432 8587 1025 1029 11612 11776 
1986 2098 2112 8522 8631 1063 1067 11682 11810 
1987 2028 2034 8612 8692 1101 1106 11741 11831 
1988 1946 1953 8658 8738 1137 1144 11740 11835 
1989 1858 1870 8688 8771 1173 1182 11719 11823 
1990 1777 1792 8705 8790 1215 1226 11698 11808 
1991 1712 1728 8707 8796 1266 1278 11685 11802 
1992 1657 1675 8708 8788 1318 1331 11683 11793 
と、変動の大きい転入出数を経済的な要因でうま
く表すことができたためと考えている。
つぎに、種別ごみ量原単位の推定結果を表4に、
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図4 人口の実績値及び推定値系列
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表4 種別ごみ量原単位、総ごみ量原単位のSDモデルによる推定結果
(単位:kg/人)
種別ごみ量原単位 総ごみ量原単位
年度 可燃 不燃 粗大 持込
実績値 推定値 実績値 推定値 実績値 推定値 実績値 推定値 実績値 推定値
1975 254.790 248.350 68.600 65目105 6.117 5.614 89.984 73.330 419.491 392.400 
1976 257.142 256.390 64.679 66.529 5目668 5.890 98.852 89.243 426.342 418.050 
1977 255.789 257.500 60.751 68.260 5.447 5.956 117.361 100.220 439.347 431.930 
1978 265.538 253.150 73.915 69.972 6.895 5.853 114.647 110.230 460.996 439目210
1979 262.395 262.800 70.260 73.382 5.123 6.165 85.405 94.091 423.184 436.430 
1980 255.916 256.320 69.625 74.288 5.050 5.890 78.735 79.649 409.326 416.150 
1981 258.017 259.450 75.028 75.698 6.415 6.278 74.182 79.173 413.642 420.590 
1982 262.657 259.930 77.375 78.431 6.325 6.425 68.705 72.433 415.062 417.220 
1983 255.786 263.320 79.331 78.967 6.225 6.551 68.594 81.565 409.935 430.400 
1984 254目733 264.540 79目170 78.301 6.645 6.621 69目610 80.328 410.159 429.790 
1985 257.469 264.190 83.761 79.056 7.238 6.677 78.918 85.684 427.387 435.610 
1986 277.253 286.160 82.390 80.373 7.208 7.263 90.959 100.260 457.810 474.060 
1987 287目264 287.210 83.243 81.673 7.330 7.295 101.682 115.350 479.518 491.530 
1988 293.967 296.640 85.918 84.404 7.943 7.607 121.138 120.020 508.967 508.670 
1989 307.991 293.800 88.802 85.389 8.433 7.557 119.408 110.680 524.634 497.880 
1990 308.519 311.290 87.750 87.398 8.167 8.082 115.788 121.840 520.225 528β10 
1991 308.985 307.590 87.700 87.915 7.872 8.071 109.537 94.660 514.094 498.240 
1992 306.040 301.770 84.425 87.618 7.375 7.944 100.638 96.886 498.478 494.210 
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図5 種別ごみ量原単位の実績値及び推定値系列
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グラフを図5の(その1)から(その4)に示す。
種別ごみ量原単位の推定値も、人口と同様に実績
値に近いものとなり、選択したモデル式が適切で、
あったと言える。特に持込ごみ量原単位の経年変
化の1978年、 1988年を境に増加から減少へ転じて
いる特徴をよく捉えている。これは、非線型な変
動を示している持込ごみ量原単位を説明する変数
(千トン)
7，000 
?• ?? ??，??• 。?
?。 ??
???? ?? ???
? ?
?
? ???
4，000 
3，000 
2，000 
1，000 
1975 1980 1985 1990 
図6 都市ごみ発生量のSDモデルによる推定
として、 I人当り居住床面積レイトを用いたこと
が大きいと思われる。さらに、総ごみ量の推定結
果を図6に示す。
以上の結果から、都市ごみ発生量の過去の変動
傾向を記述するSDモデルとして、かなり適合性の
高いモデ、ルが得られたと判断することができる。
3. 2 モデルの将来シミュレーション
(1)外生変数の推定
都市ごみ発生量の将来予測を行うに当って、ま
ず外生変数の推定を行う。本研究では、過去のデー
タの変動特性をよく捉えている単純な関数形、例
えば、対数曲線、ルート曲線などをモデ、ル式とし
て用いて近似し、 2020年まで推定した。表5に用
いた関数を示す。人口に関する外生変数について
は、 1975年から1992年のデータをもとに行った。
また、社会・経済活動に関する外生変数について
は、さらに遡って、長期間に渡るデータの傾向を
把握した上で、関数形を求める方が有効であると
考え、 1966年から1992年までの実績値をもとに
行った。
人口セクターの外生変数のうち、出生率は、1992
年の実績値(11.594人/千人)のまま一定に推移
すると考え、 0"'14才死亡率、 65才以上死亡率、 64
才人口率、世帯構成人員は、ルート曲線で、 15'"
64才死亡率、 14才人口率は対数曲線で近似してい
る。世帯構成人員については、図7より、今まで
通り減少し続けると、 2020年には約2人になると
いう結果が得られた。
土地・空間セクターに属する外生変数は、 I人当
り商業地区面積を直線で、 1人当り住宅地区面積
と1人当り居住床面積レイトを対数曲線で、 1人
当り商業床面積レイトをロジスティック曲線で表
表5 外生変数のモデル式
変数名 関数形
出生率(人/千人) P1=11.594 
。~14 才死亡率(人/千人) P2=-0.10IVtヨ日5+0.826 
15~64 才死亡率(人/千人) P3= -0.02851n(t-1974)+2.269 
65才以上死亡率(人/千人〕 P，=-2.113Jtヨ百五 +48.568
14才人口率(%) P5=1.380 ln(t-1974)+4.380 
64才人口率(%) P，=0.0965Jt弓百5+0.733 
世帯構成人員(人/世帯) Po=-0.129Jtヨ百5+2加 5
商業地区面積(ha/千人) S 1 =0.297+0.00230(t-1966) 
住宅地区面積(ha/千人) S2=0.485 ln(t-1965) +2.015 
商業床面積レイト S，= 700 
切，'/千人/年〕 3-(1+EXP(-0.1l4(t← 1992)-0.437) 
居住床面積レイト
S，=70.380 ln(tー 1966)+ 591.321 
Cm'/千人/年)
都内総生産(千円/人/年)E 1 = 1002.868 Jt弓認6+1592.028 
第 2次産業人口 E2=ー11.9041n(t-1966)+220.384比率 DIC人/千人)
事業所数Dl(箇所/千人〉 E3=7.7851n(t-1966)+43.853 
注)D 1は1年遅れを表わし、 tは時間(年)である。
(人/世帯)
4。
3.0 
• • •• • • • •• •• • • • • • 
.• ..• •• ?
2.0 
1.0 
i ・実績値・・ご否E司
0.0 
1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 
図7 世帯構成人員の推定
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わした。これより、 1人当り住宅地区面積は今後も
増加を続け、2020年には現状の1.1倍になっている
(図8参照)。
経済・産業セクターに属する外生変数は、 l人当
り都内総生産をルート曲線で、 I年遅れ第2次産
業人口比率、 I年遅れl人当り事業所数を対数曲
線で与えた。これらの内、例えばI人当り都内総
生産は、 2020年には約9百万円となり、現状の1.3
倍に増加する推定結果となっている(図9参照)。
(ha/千人)
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"“ 2.0 
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l ・実績福一・・・・ー 推定値l
1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 
図8 1人当り住宅地区面積の推定
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図9 1人当り都内総生産の推定値
(2)都市ごみ発生量の将来シミュレーション
(1)の外生変数のモデ、ル式を用いて、 2020年の標
準ケースにおける都市ごみ発生量を予測する。人
口及びごみ量のシミュレーション結果を図10及び
図1に示す。人口については、0"'-'14才人口は減少
し、 15"'-'64才人口はわずかに減少し、 65才以上人
口は大幅に増加し、結果的に総人口は、ほぼ現状
のまま推移している。総ごみ量は、社会・経済活
動が今までどうり続けば、2020年には649万トンと
なり、現状の約し17倍になると推定される。
つぎに、標準ケースを中心に、社会・経済活動
の将来動向をシナリオによって与え、環境の変化
に対する都市ごみ発生量の動向を予測する。経済・
産業の発展と宅地開発の進行の程度に応じて、表
6に示す6つのシナリオを設定した。
シナリオ Iの経済成長 I型は標準ケースより経
済が発展し、宅地開発は標準ケースと同程度に行
われる場合で、 l人当り商業地区面積、商業床面積
レイト、都内総生産は標準ケースより大きくなる
よう設定し、 l人当り住宅地区面積、居住床面積レ
イトは標準ケースと同様に変化すると考えた。シ
ナリオ2の経済成長I・宅地開発型は、シナリオ
lより経済が発展し、それに伴う宅地開発が行わ
れる場合で、経済・産業に関する3指標の2020年
値をシナリオ 1より、宅地開発に関する2指標の
2020年値を標準ケースより大きく設定した。シナ
リオ3の経済高成長・宅地開発促進型は、さらに
経済・産業が発展を遂げるケースで、今回設定し
たシナリオの中では、都市の発展が最も急速に進
行する場合であるoシナリオ 1"'-'3とは対照的に、
シナリオ4""'-'6は、従来のように経済・産業が発
展しない場合を想定した。シナリオ4の経済低成
長型は、標準ケースより経済・産業の成長率が低
く、宅地開発は同様に行われる場合である。シナ
リオ5の経済ゼロ成長・宅地現状維持型は、この
先、経済発展も宅地開発もなく、現状のまま将来
も推移していく場合で、 5つの外生変数とも1994
年値のまま一定で与えた。シナリオ6の経済マイ
ナス成長・宅地開発抑制型は、経済が衰退し、宅
地開発は行われない場合で、 I人当り住宅地区面
積以外の変数の2020年値を1994年値より小さく設
定した。
以上のシナリオ毎に都市ごみ発生量シミュレー
ションを行った結果を図12に示す。この結果より、
最もごみ量が増加していくのはシナリオ3で、
2020年の都市ごみ発生量は、標準ケースの約1.26 
倍の825万トンになると推定された。この原因とし
て、 l人当り商業床面積、 1人当り住宅地区面積の
増加に伴う可燃ごみ量原単位の増加が挙げられ
る。また、 l人当り都内総生産の増加が第3次産業
人口比率の増加を招き、それが転出人口を減少さ
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社会・経済シナリオの20初年設定値
二:-----:竺
商業地区面積|商業床面積|都内総生産|住宅地区面積|居住床面積
0.361 462.3 6898.7 3.648 828.3 
(ha/千人) I (m2/千人/年)I (千円/人/年)I (ha/千人) I (m2/千人/年)
1 :経済成長 I型 0.446 808.0 10058.6 STD STD 
2 :経済成長E・宅地開発型 0.482 935.6 11399.7 4.337 905.6 
3:経済高成長・宅地開発促進型 0.536 1190.8 13411.4 4.698 946.8 
4 :経済低成長型 0.393 552.9 7946.8 STD STD 
5 :経済ゼロ成長・宅地現状維持型 0.361 462.3 6898.7 3.648 828.3 
6:経済マイナス成長・宅地開発抑制型 0.321 212.6 5364.6 3.648 741.0 
注1)外生変数名の下の数値は、 1994年値である。
注2)STnは、標準ケ}スと同じ設定値であることを意味する。
せるため、総人口が増加する結果となり、可燃ご
み量原単位と人口双方の増加が、都市ごみ発生量
を増加させたと考えられる。次にごみ量が増加す
るのは、シナリオ2で、 2020年度の都市ごみ発生
量推定値は、標準ケースの1.14倍の738万トンとな
る。これについても、シナリオ3の場合と同様に、
可燃ごみ量原単位の増加と総人口の増加が、都市
ごみ量の増加を引き起こしたと考えられる。次い
で、シナリオ Iが続き、 2020年度の都市ごみ発生
量推定値は、々標準ケースの1.07倍となっている。
シナリオ lは、標準ケースより経済のみが成長す
る場合で、人口もわずかに増加するが、ごみ量を
増加させている原因は、ごみ量原単位の増加にあ
ると言える。
逆に、標準ケースより都市ごみ発生量が減少す
るのは、シナリオ4""6で、中でもシナリオ6は、
徐々に減少していく結果となったo シナリオ4の
2020年度都市ごみ発生量は、 1994年値の1.07倍と
若干増加している。これは、総人口自体は減少し
ているが、それを上回るごみ量原単位の増加が
あったためである。シナリオ5は、経済成長も宅
地開発も行われないよう設定したため、都市ごみ
発生量はほとんど変化しない。シナリオ6におい
ては、都市ごみ発生量の2020年推定値が484万トン
となり、現状より約15%ごみ量が減少する。これ
は、総人口もごみ量原単位も減少してしまうため
である。 484万トンは、1979年の実績値とほぼ同じ
値である。
以上に示した様に、都市ごみの発生量は将来の
経済動向や住宅開発の度合いによって大きく影響
を受けることがSDモデルにより観察することが
できる。したがって、都市ごみの処理・処分計画
を策定する場合、特に処分場の用地の確保等につ
いては安全側(シミュレーション値の大きい値)
で検討することが望まれる。
4.再利用によるごみの減量化効果
将来の都市ごみ発生量を検討する上で、循環型
社会づくりを念頭に置くと、ごみの再利用は必ず
考えなければならない要素である。3.で提案した
モデルは、経済の発展や宅地開発が都市ごみ発生
量に及ぼす影響については考慮されているが、ご
みの再利用、リサイクルについては考慮されてい
ない。つまり、ごみのリサイクル活動に関しては、
現在の水準を保ったまま将来も行われていくモデ
ルとなっている。しかし、ごみ処分場の用地問題、
自然環境に配慮したごみの処理・処分計画、資源
としての廃棄物の有効利用等を勘案すると、今後
のリサイクル活動、ごみの減量化は今まで以上に
進んで行くと考えられる。
そこで、ここでは都市ごみ発生構造SDモデルに
ごみ処理セクター、ごみ再利用セクターを加え、
ごみが処理・処分される過程を踏まえつつ、将来
のごみ再利用活動を考慮に入れた都市ごみ発生構
造のモデ、ル化を行う。特に、ごみの再利用が進展
すれば、発生が抑制されるというフィードパック
Jレープに重点を置き、新たなモデ、ルを構築する。
38 総合都市研究第67号 1998
4. 1 ごみの再利用の現状
我々の日常生活から排出されるごみには、リサ
イクルにより再生品として活用できるものが多く
含まれている。代表的なものでは、新聞紙や段ボー
ル等の紙類、空き缶、ガラスびん、 PETボトルや
発泡スチロール等のプラスチックがあり、その他、
使い古した家具や家電、古着等が挙げられる。中
でも、紙類は、都市ごみに占める割合が高く、事
業系ごみについては約5割が紙ごみである。
1994年度の23区のごみの組成は、図13、図14の
陶磁器
2.4% 
コゃム・皮革
3.2弛
その他
1.7帖
図13 1994年度の可燃ごみ組成
木草等
繊維 4.0% 
図14 1994年度の不燃ごみ組成
ようになっている。可燃ごみの中に最も多く含ま
れるのは紙類で47.1%、2番目に多いのは厨芥で
33.0%となっており、両者合わせて可燃ごみの約
8割を占めている。不燃ごみには、プラスチック
が34.2%、金属が19.8%、ガラスが17.5%含まれ
ており、紙類や厨芥等の可燃ごみも約23%含まれ
ている。これらのグラフより、都市ごみに最も多
く含まれるのは紙類で、紙を再利用することが、
ごみの減量化へ大きくつながると言える。
4. 2 ごみの再利用を考慮した都市ごみ発生構
造のモデル化
(1)ごみ処理セクターのモデル化
①可燃ごみ焼却率 (D，)
発生した都市ごみを可燃ごみと不燃ごみの2つ
に分別した場合の可燃ごみうち、焼却処分された
割合を可燃ごみ焼却率とする。 1994年度における
東京都23区の可燃ごみ焼却率は、 95.8%である o
市町村地域でも同程度の割合で処分しているとし
て、この値を東京都全域のものとする。
②不燃ごみ焼却率 (D2)
可燃ごみ焼却率と同様に、都市ごみを可燃ごみ
と不燃ごみの2つに分別した場合の不燃ごみのう
ち、焼却処分された割合を不燃ごみ焼却率とする。
1994年度における東京都23区の不燃ごみ焼却率は
12.0%である。不燃ごみの中間処理を推進するた
め、平成2年4月から大田清掃工場第二工場が稼
動しており、既存の清掃工場では焼却処理に適さ
ない金属、ガラス、プラスチック等のごみを二次
公害を引き起こすことなく処理することができ
る。焼却残さは、鉄分を取り除いた後、電気溶解
炉内でスラグ化される。
③可燃ごみ焼却量原単位 (D3)
可燃ごみ量原単位は、都市ごみ量を可燃と不燃
の2大別したときの可燃ごみ量原単位に可燃ごみ
焼却率をかけたものとする。都市ごみ量を4種別
に分けている場合は、粗大ごみと持込ごみに含ま
れている可燃分を考慮して、 1992年度のデータか
ら以下の式のように求められる。この式を東京都
全域の可燃ごみ焼却量原単位を表わす式とする。
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D3= (Gt+ 1/1. 908 X G3+ 1/1. 366 X G4) 
X Dt/100'" (1) 
ただし、 Dtは可燃ごみ焼却率(%)、 D3は可燃ごみ
焼却量原単位(kg/人)、 Gtは可燃ごみ量原単位(kg/
人)、 G3は組大ごみ量原単位(kg/人)、 G4は持込ご
み量原単位(kg/人)である。
④不燃ごみ焼却量原単位 (D4)
可燃ごみ焼却量原単位と同様に考え、以下の式
を用いる。
D4=(G2+0. 908/1. 908xG3+O. 366/1. 366xG4) 
x D2/100... (2) 
ただし、 D2は不燃ごみ焼却率(%)、 D4は不燃ごみ
焼却量原単位(kg/人)、 G2は不燃ごみ量原単位(kg/
人)、 G3は粗大ごみ量原単位(kg/人)、 G4は持込ご
み量原単位(kg/人)である。
⑤埋立処分量原単位 (D5)
焼却処分されなかったごみは埋立処分されると
考える。したがって、埋立処分量原単位を求める
式は以下のようになる。
Ds=Gs一 (D3十D4)..・ H ・.・ H ・..・ H ・...・ H ・(3)
ただし、 D3は可燃ごみ焼却量原単位(kg/人)、 D4は
不燃ごみ焼却量原単位(kg/人)、 Dsは埋立処分量原
単位(kg/人)、 Gsは総ごみ量原単位(kg/人)である。
⑥焼却残灰量原単位 (D6)
まず、焼却残灰率を次のように定義する。
(焼却残灰率)=(焼却残灰量)/(焼却量)X100 
1992年度の23区の可燃ごみ焼却残灰量は425，583
トン、不燃ごみ焼却残灰量は85，017トン、可燃ご
み焼却量は3，053，787トン、不燃ごみ焼却量は
105，551トンである。したがって、可燃ごみ焼却残
灰率は13.9%、不燃ごみ焼却残灰率は56.5%とな
る。これらの値は、ごみ質が多少変化してもそれ
ほど影響を受けず、今後も一定であると見なし、
東京都全域の値として用いる。
焼却残灰量原単位は以下のように求められる。
D6=D:1x 13. 9/100+D4x56. 5/100 ・H ・H ・.(4) 
ただし、 D3は可燃ごみ焼却量原単位(kg/人)、 D4は
不燃ごみ焼却量原単位(kg/人)、 D6は焼却残灰量原
単位(kg/人)である。
⑦最終処分量原単位 (D7)
焼却処分後に出る焼却残灰も埋立処分される。
したがって、最終処分量原単位は以下のようにな
る。
D7=D5十D6………….・ H ・H ・H ・...・ H ・H ・H ・.(5) 
ただし、 D5は埋立処分量原単位(kg/人)、弘は焼却
残灰量原単位(kg/人)、 D7は最終処分量原単位(kg/
人)である。
⑧トン当りごみ処理費用(D8)
1トン当りのごみを処理するのにかかる費用を
1トン当りごみ処理費用と言う。ごみ処理費用に
は、収集・運搬費用、中間処理費用、焼却処分費
用、最終処分費用等が含まれる。 1994年度の23区
のトン当りごみ処理費用は50，327円となってい
る。
⑨ l人当りごみ処理費用 (D9)
l人当りごみ処理費用は、総ごみ量原単位にト
ン当りごみ処理費用をかけたものとする。
D9=GsxDR/I000・……・…・……...・ H ・.・ H ・，(6)
ただし、 D8はトン当りごみ処理費用(千円/トン)、
Dgはl人当りごみ処理費用(千円/人)、 Gsは総ごみ
量原単位(kg/人)である。
(2)ごみ再利用セクター
再利用の対象は、紙、プラスチック、スチール
缶、アルミ缶、ガラスびんの5品目とし、各再利
用率、再利用量、消費量等をごみ再利用セクター
の要因として用いる o
①紙再利用率 (Rt)
1994年度における紙再利用率は51.6%であるo
この値は、全国平均であるが、東京都全域の値と
考える。
②紙再利用率レイト (R2)
紙再利用率の毎年の変化量である紙再利用率レ
イトは、紙再利用率、 1人当りごみ処理費用、 l人
当り都内総生産に関する過去のデータを用いて、
以下の重回帰式を作成した。
R2=33. 506-0. 703Rt+0. 105Dg-0. 00341E6 
一(7)
ただし、 Rtli紙再利用率(%)、 R2は紙再利用率レ
イト (%/年)、 Dgはl人当りごみ処理費用(千円/
人)、 E6はl人当り都内総生産レイト(千円/人/
年)であり、上式の自由度調整済み重相関係数は
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0.933である。
③I人当り紙再利用量 (R3)
l人当り紙再利用量は l人当り紙消費量と紙再
利用率から以下のように求められる。
R3=R.xR，/100....・H ・-…・…・…… H ・H ・-…・(8)
ただし、 R，は紙再利用率(%)、 R3はl人当り紙再
利用量(kg/人)、比は I人当り紙消費量(kg/人)であ
る。
④I人当り紙消費量 (R.)
可燃ごみ中の紙ごみ量を求め、紙ごみ量原単位
と1人当り紙再利用量の和を I人当り紙消費量と
すると、東京都の l人当り紙消費量は、全国平均
の約1.2倍となっている。
⑤プラスチック再利用率 (R5)
プラスチックごみは、通常の清掃工場で焼却処
分を行う場合には、かなりの高温になるため焼却
炉の耐周年数を短くしたり、焼却時に発生するガ
スによる公害などの恐れがある。また、埋立処分
を行う場合には、 PETボトル等が幅をとり、残り
少ない処分場の容量をさらに少なくしている。こ
のようにプラスチックはごみとして排出されると
処理・処分が困難なごみである。したがって、プ
ラスチックの再利用は、進んで行わなければなら
ないが、一般廃棄物についてはほとんど再利用さ
れていないのが現状である。
⑥ l人当りプラスチック再利用量(&.)
1人当りプラスチック再利用量は、 l人当り紙
再利用量と同様に以下のように定義する。
R6=R7xRs/100......…H ・H ・..・ H ・-… H ・H ・.(9) 
ただし、 R5はブ。ラスチック再利用率(%)、&.は 1
人当りプラスチック再利用量(kg/人)、 R7はI人当
りプラスチック消費量(kg/人)である。
⑦1人当りプラスチック消費量 (R7)
l人当りプラスチック消費量は、紙と同様に、
プラスチックごみ量原単位と 1人当りプラスチッ
ク再利用量の和と考える。プラスチックごみは、
本来、不燃ごみ中の焼却不適物として扱われてい
るが、可燃ごみに混ざって排出されるケースが多
い。そこで、可燃ごみと不燃ごみに含まれるプラ
スチック分を考慮する。
⑧スチール缶再利用率 (R8)
回収された缶屑量をスチール缶流通量で割り、
100をかけたものをスチール缶再利用率とする。
1994年度におけるスチール缶再利用率は、 69.8%
となっている。この値を東京都の値として用いる。
⑨I人当りスチール缶再利用量(Rs)
I人当りスチール缶再利用量は、消費量に再利
用率をかけ、 100で除したものとする。
⑩ l人当りスチール缶消費量 (R¥O)
1人当りのスチール缶圏内生産量を l人当りス
チール缶消費量と考え、 I人当り紙消費量、 l人当
りプラスチック消費量と同様に定義する。
⑪アルミ缶再利用率 (RII)
回収された缶屑量を流通しているアルミ缶量で
割り、 100をかけたものをアルミ缶再利用率とす
る。1994年度におけるアルミ缶再利用率は、61.1 % 
である。これを東京都の値とする。
⑫1人当りアルミ缶再利用量 (R'2)
I人当りスチール缶再利用量と同様に求める。
⑮ l人当りアルミ缶消費量 (R'3)
I人当り紙消費量、 l人当りプラスチック消費
量と同様に定義する。逆に、缶ごみ量原単位は、 I
人当り消費量と I人当り再利用量の差から求ま
り、金属ごみ量原単位と缶ごみ量原単位の差は、
缶以外の金属ごみ量原単位であると考える。
⑭ガラスびん再利用率 (RI4)
ガラスびんには、ワンウェイぴんとリターナプ
ルびんの2種類あり、リターナプルびんが繰り返
し使用される場合とワンウェイぴんと使用済みの
リターナプルびんのカレット利用の両方からリサ
イクルを考える。 1994年度におけるガラスびん再
利用率は、リターナプルびん回収率40.0%、カレツ
ト利用率55.6%から60.0%となる。これを東京都
の値とする。
⑮1人当りガラスびん再利用量 (R'5)
l人当りスチール缶再利用量と同様に定義す
る。
⑮I人当りガラスびん消費量 (R'6)
1人当りスチール缶消費量と同様に定義し、ガ
ラスごみ量原単位とガラスびんごみ量原単位との
差は、他のガラスごみ量原単位であると考える。
ょう2020年の目標値を設定した。また、事業系ご
みの有料化は、ほとんどが事業系ごみであるとさ
れる持込ごみを対象に、 2020年に標準ケースより
I割都市ごみ発生量が減少するよう設定した。紙
の再利用率については、紙再利用率レイトにかか
る紙再利用率、トン当りごみ処理費用、 l人当り都
内総生産レイトからのフィードパックによって決
まる。
再利用シナリオ分析による都市ごみ発生量のシ
ミュレーション結果を図15に示す。再利用シナリ
オ分析において、ケースRlの2020年度都市ごみ発
生量は、 614万トンと推定され、これは1994年値の
約1.1倍である。標準ケースの2020年推定値と比較
すると、 5%の減少となっている。ケースR2の
2020年推定値は585万トンであり、1994年度より約
20万トン程度増加する結果となっているが、標準
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⑫事業系ごみの有料化
事業系ごみの有料化によりごみの減量化が期待
されている。減量化効果については、東京都清掃
局が平成8年にまとめた『事業系ごみ全面有料化
実施案について.11清当ら、 1kg当り28.5円の受入料
を徴収すると、約l割減少するとなっている。こ
れは、事業系ごみのうち資源化可能なごみが約l
割合まれているとされるからである。
再利用シナリオ分析による都市ごみの減
量化効果
3 4 
再利用シナリオの2020年度目標値
ふ司£17rhflr|ガロ瓶
:jlijJ;j田ljlji
みを対象に、 2020年に標準ケースの 1割減で設定。
注2) ケース R2~R4の( )内の紙の再利用率は、モデルにより
表7
紙、プラスチック、スチール缶、アルミ缶、ガ
ラスびんの2020年度の再利用率目標値を設定し、
事業系ごみの有料化を想定したシナリオ分析を行
う。設定した4つのケースについて、各品目の2020
年度目標値を表7に示す。これらの目標値は、環
境庁リサイクル研究会編集『リサイクル新時代.112)
の「リサイクル推進将来目標(試算)Jのリサイク
ル目標値を参考に設定した。ケ」スRlは、各再利
用率が1994年度の水準のまま将来も一定であると
仮定した場合である。プラスチックの再利用は、
一般廃棄物のごみについては、現状ではほとんど
行われていないため、 1994年度の再利用率を 1%
と考える。ケースR2"'-'R4は、プラスチック再利用
率を5%から15%まで、スチール缶、アルミ缶再
利用率を80%から90%まで、ガラスびん再利用率
を70%から80%まで、それぞれ5%ずつ上昇する
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ケースより l割ごみが減少する。ケースR3のシ
ミュレーション結果は、 1999年にかけてごみ発生
量は増加し、その後減少する。 2005年には、 1994
年とほぼ同じ水準になり、その後も減少を続け、
2020年には539万トンとなっており、紙の再利用率
は、 64.7%まで上昇した。ケースR4は、計算開始
時1994年から緩やかに減少を続ける結果となっ
た。 2020年には、 481万トンとなり、約80万トンの
ごみ量が減少し、標準ケースの2020年推定値より
25%減少している。また、ケースR4における紙再
利用率は、 78.5%まで上昇した。
以上のことから、再利用によるごみの減量化効
果は大きく、ケースR4の将来ごみ発生量は、 3.で
検討した社会・経済シナリオの6(経済マイナス
成長)と同等である。都市ごみ発生量の再利用シ
ミュレーションの結果から、従来どうりの経済・
産業発展や宅地開発が進行しても、ごみの再利用
を進めていけば、ごみの発生をある程度抑制でき
ることを示唆している。
5.おわりに
本研究では、都市ごみの発生要因と種別ごみ量
原単位との関係を中心としたSDモデ、ルを作成し、
過去における都市ごみ発生状況を精度良く再現可
能なモデ、ルを提案することができた。さらに、シ
ナリオ分析により社会・経済の発展と、循環型社
会に向けた再利用活動の進展という 2方向から、
将来の不確実性を考慮した都市ごみ発生量の予測
を行うことができ、様々な環境の変化に対応した
都市ごみ発生量の検討が可能となった。
なお、本研究では、東京都全域(島艇部は除く)
の都市ごみを対象lこSDモデルを適用したが、ここ
で提案した方法は他の都市にも適用可能である。
また、区部と多摩地域に分割することにより、さ
らに詳細なSDモデルも作成可能であることを
断っておく。ごみの発生システムの構造を明らか
にした上で将来予測を行うことは、循環型社会づ
くりに向けた廃棄物のリサイクルや減量化の推進
方策の検討、並びに効率的かっ安全なごみ処理・
処分計画の策定に有用な情報を提供するものであ
る。
今後の課題としては、地域により、ごみ収集の
方法からリサイクルの取り組み方、ごみに関する
統計の取り方など様々であるため、地域の特性に
見合った都市ごみ発生SDモデ、ルを検討し、共通す
る部分と相違点を明らかにして行く必要がある。
また、今回はデータの関係で行うことができな
かったが、産業廃棄物も含めたごみ発生構造を解
明し、将来予測を行った上で、最終処分量を検討
する必要がある。さらに、ごみの再利用推進のた
めのPRや住民の再利用に対する意識や行動を調
査し、これをデータとして取り入れたSDモデルの
発展も残されている。
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System Dynamics Model for Municipal Solid Wastes in Tokyo 
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Municipal refuse is generated by various social and economical activities. In past years， 
the refuse generation rate has been fluctuating as result of social changes， such as 
accelerating economic growth， the oil shocks， the boom in single-family home ownership and 
the rapid turn of business conditions. In the future， the rate will also be influenced by 
change in laws and administrative management. In order to frame a plan of municipal waste 
management， itis important to make clear the solid wast怠 generationstructures for several 
kinds of waste， and to build up a forecast model considering waste recycling so as to evaluate 
some waste reducing alternatives. 
In this study， we adopt the System Dynamics (SD) model which can represent nonlinear 
relations with time lags between the social or economical factors and the waste generation 
rate. Then we carry out the scenario analysis in order to measure the uncertainty of future 
waste volumes. Through a case study on general waste in Tokyo， we propose a SD model to 
describe the past variation of waste volumes during the last 18 years. Consequently the 
future simulations by scenario analysis enable us to evalua白 solidwaste generation for 
given factors， such as economic changes， recycling and other social changes. 
